海賊 － よくあるご質問

1. 海賊についての様々な定義
1) 国連海洋法条約 第101条

1982年の海洋法に関する国際連合条約（国連海洋法条約：UNCLOS）では、海賊行為について以下のとおり規定している。
(a) 私有の船舶又は航空機の乗組員又は旅客が私的目的のために行うすべての不法な暴力行為、抑留又は略奪行為であって次のものに対して行われるもの
(i) 公海における他の船舶若しくは航空機又はこれらの内にある人若しくは財産
(ii) いずれの国の管轄権にも服さない場所にある船舶、航空機、人又は財産

(b) その船舶又は航空機を海賊船舶又は海賊航空機とするような事実を知って船舶又は航空機の運航に自発的に参加するすべての行為

(c) (a)又は(b)に規定する行為を扇動し又は故意に助長するすべての行為

2) 国際海事局（IMB）

国際海事局（IMB）は、海賊を以下のとおり定義している。

“盗取その他の犯罪を行う意図をもち、かつその目的のために暴力を振るう意図又は可能性をもって、船舶に乗り込む行為 ”
3) 1909年英国判例（Republic of Bolivia v Indemnity Mutual Mar Ass Co Ltd事件）
本判例では、海賊とは、“自己だけの目的のために無差別に略奪する者を意味し、たとえ違法的または犯罪的行為であっても、特定の国家の財産に対し、公の政治的目的のために行動するに過ぎない者を意味するものではない”と定義している。
4) 1983年英国判例（Athens maritime Enterprises Corp v Hellenic Mutual War Risks Association (Bermuda) Ltd － The Andreas Lemos事件）
本判例では、“国際公法において海賊とは、いずれの国の管轄権にも服さない公海上における暴力行為をいうが、保険契約との関係においては、海賊は領海外の行為に限定されない”と解している。

5) 国際P&Iグループ（IG）のプール協定
IGプール協定には、海賊の定義に関する規定はない。組合の保険契約規定もIGプール協定と同様である。

2. 組合は海賊をカバーするのか
海賊行為による損害は、以下に示すような除外規定に該当する場合を除き、組合が提供する通常のてん補範囲に含まれます。海賊行為に関して発生し得る責任及び費用として、死傷病等の人身クレーム、船員送還・代人派遣、船員/船客の所持品損害があげられます。損害発生に船主の過失が寄与した場合には、油濁、船骸撤去、積荷損害/共同海損費用まで責任範囲が広がる可能性があります。国際条約の下での厳格責任に基づくクレームに関しては、状況により「第三者の悪意による損害」との抗弁が有効なケースが考えられます。

しかしながら、「戦争兵器（Weapons of war）」の使用を伴う海賊行為によって生じた責任及び損害は、てん補の対象とはなりません。また、P&I 戦争危険保険者が海賊行為を担保危険として列挙している場合があり、このような場合には組合ではなく戦争危険保険者によってカバーされることになります。

3. 「その他類似の戦争兵器（similar weapons of war）」とは何を意味するのか？

IGプール協定にも組合の保険契約規定にも「その他類似の戦争兵器」に関する定義はありませんが、後述の戦争兵器と同様の性質を持つその他の兵器を指しています。保険契約規定に列挙される戦争兵器は「機雷、水雷、爆弾、ロケット、砲弾」であり、使用された兵器が「銃、ライフル、在来型銃弾」を上回るものであるか否かが、除外条項を発動する際の判断基準となることを示唆しています。

4. テロと海賊の違いは？
テロリズムに関しては、「政治的な目的で行われる暴力、脅迫、爆撃、誘拐、暗殺」など、様々な定義があります。

テロ行為と海賊行為の決定的な違いはその動機と目的にあります。テロ行為には死傷者や物的損害を発生させる政治的動機や意図があるのに対して、海賊行為は専ら私的または個人的な経済的利益を得るための財物や人の強奪であると言えます。

5. なぜテロと海賊の違いが問題となるのか？

組合がてん補の可否を判断するにあたり、この違いは重要です。すなわち、海賊行為から生じるP&Iクレームは「てん補対象」ですが、テロ行為であれば「てん補対象外」（戦争保険のカバー対象）となるからです。

6. 船舶保険者、戦争危険保険者は何をカバーするのか？

個々の船主の手配した戦争保険の内容によりますが、船舶保険者及び戦争危険保険者は、財産に対するカバー（船舶損害、共同海損、救助等）とP&I戦争危険カバーを提供します。もし海賊事件が戦争兵器の使用により組合の戦争危険除外規定の適用により除外された場合、当該事件の結果生じた責任及び費用は戦争危険保険者によってカバーされることになります。前記2.に記載のとおり、P&I戦争危険保険者の中には、海賊を担保危険として列挙している場合があります（例：本邦での標準的な船舶戦争保険等別約款）。
7. 船主は警備要員を乗船させるべきか？

本船上に警備要員を配備すること自体に関し、保険カバー上の制約や禁止規定はありません。適切な訓練を受けた合法的な警備要員は、本船の安全確保と緊急時対応の強化に貢献する可能性はあるでしょう。ただし、警備会社の選定に関しては、適切かつ十分な注意と努力を払う必要があります。

8. 警備要員は武装すべきか？

多くの政府やIGをはじめとする関連業界は現在のところ、「船員及び乗船警備要員は武装すべきではない」と考えています。その理由として、適切な訓練を受けていない者による武器使用のリスク、戦闘による死傷リスクの増加、武装強化やより強力で好戦的な兵器の使用を助長するリスクがあげられます。

旗国及び寄港国の「本船上への武器積込み」に関する制約、許可条件や禁止規定も検討する必要があります（例：英国の銃器法上の禁止・使用許可規定は英国籍船に適用）。

しかし、武装した警備要員の本船配備を積極的に支持するよう強く求める国もあります。最近の米国の動きは、米国籍船に関し同国が前記方針をとる方向で進みつつあることを示唆するものです。

9. 武装警備要員の使用で組合の保険カバーに影響があるか？

保険カバーへの影響は、事案毎にその損害内容や因果関係によって異なります。非武装の警備要員の配備やその活動自体が保険カバーに影響を与えることはありませんが、武装警備要員による介入が、旗国や寄港国の法律その他法令による禁止規定に抵触する場合は、保険カバーに影響が生じる可能性があります。

船主は警備要員の乗船がSOLASの安全設備証書要求に違反しないことを確認する必要があります。

10．警備会社の利用にあたり、契約上または保険カバー上留意すべき点はあるか？

警備要員を乗船させる警備会社や海/陸軍人を派遣する政府が締結を求める契約書の内容は多岐にわたります。これらの契約では、警備会社や派遣政府が警備の結果として生じる損害について一切賠償責任を負わないことを条件とするものがあります。また、保険カバーの提供を船主に義務付けているものもあります。船主が契約上引き受けた責任のうち、IGプール協定上の「契約と補償に関する原則」に照らし許容することができない契約上の責任はてん補対象から除外され、組合によって完全にはカバーされないことになります。よって、最低でも、過失による賠償責任を船主/警備会社双方に課すことや、あるいは、自損自弁（knock for knock）よりも船主にとって不利な条件としないよう留意すべきです。

戦争兵器の使用による除外条項が発動した場合、P&Iカバーはありません。船主は警備会社等との契約に関し、戦争危険保険者の見解を確認しておく必要があります。

船主は警備に関する契約を締結する前に、保険カバー上のギャップや制約を確認するため、組合及び戦争危険保険者の両者と十分協議することを推奨致します。

11．襲撃を避けるための方策（BMP）は？

IGは、ソマリア/アデン湾での状況を受け関係業界団体が作成したBest Management Practices（BMP）を船主が利用できるように致しました（組合でもウェブサイトにBMPを掲載しております）。現在もBMPの見直し作業は継続して行われています。石油会社国際海事評議会（OCIMF）、国際海運会議所（ICS）、ボルチック国際海運協議会（BIMBO）及び国際独立タンカー船主協会（INTERTANKO）は、船主向けの海賊に関するガイダンスを発表し一般に公開しています。
上記以外にソマリア/アデン湾の状況に関し有益な援助及び情報を提供している組織として、Maritime Security Centre Horn of Africa（MSCHOA）、UK Maritime Trade Operations Centre in Dubai（UKMTO）、EU Naval Task Force（EUNAVFOR）及び国際海事局（IMB）があります。連絡先はBMPをご参照下さい。

ソマリア/アデン湾の海域を航行する船舶を運航する船主は、BMPで推奨された計画、航行、報告手続きに従うことをお勧め致します。特にBMPで推奨する2つの登録手続きに従うことは重要です。

12．本船が襲撃されたとき、船主/船長は誰に助けを求めるのか？

船主は、BMPに記載された手続きに従い、UKMTO、MSCHOA及びIMBと連携を取るべきです。また、旗国により指定された手続きを行うことも重要です。

13．どのような種類の援助が船主/船長に必要か？

船主/船長は、海賊リスクの高い海域へ入る前にBMPを理解し、同海域を航行する間はBMPを順守するよう求められます。

もし本船が襲撃を受けた場合、船長/船員はBMP推奨の通知及び緊急対応/回避手続きに従うべきです。速やかな通報が襲撃を受けた船舶に対する軍事支援の早期取組みを可能にすることになります。

14．船主が身代金の支払いを余儀なくされた場合、誰に資金提供を求めることができるか？

詳細は明らかにされていませんが、現在のところ身代金の支払いに関しては、契約がある場合にはK&R（誘拐・身代金）保険者が、若しくは戦争危険保険者または損害保険者（船舶保険者/貨物保険者）が資金を提供している模様です。

15．襲撃された場合、船主は共同海損を宣言できるか？

船主は船舶と貨物の共同の危険を回避する目的で支出した費用について応分の分担金を回収するため、共同海損を宣言することができます。これは伝統的に認められてきた精算方法で、英国の裁判所において「拿捕された船舶/貨物を解放させるための身代金の支払いは、船主が分担金を回収する権利を有する共同海損費用である」と判示されています。

共同海損による分担は、航海に関して経済的利益を有する者、典型的には船主と荷主、場合によっては用船者との間で行われます。組合は、船主の運送契約違反により回収不能となった荷主の分担額をカバーします。
16．身代金は組合によりてん補されるのか？

上記2.で説明のとおり、海賊事件に伴い生じたP&Iリスクは、戦争兵器の使用により除外条項が発動されない限り、組合によってカバーされます。身代金は保険契約規定上明示されたてん補リスクではなく、あるクラブはカバーからの除外を明確に規定しています。

身代金の支払いは、他の保険からカバーを受けられず、その他関係者からも回収できない場合、損害防止費用として、若しくはオムニバスクローズ（保険契約規定第33条）に基づく組合の裁量によりてん補に応じられる可能性は残されています。

17．船主は用船契約の下、アデン湾を通航する義務があるのか？または用船者からの指示を拒否することができるか？
アデン湾/Horn of Africa海域を通航せよとの用船者の指示に対する船主の権利及び義務は、用船契約の形態（航海用船か定期用船か）あるいは個々の用船契約の条項によって決まります。最近、「海賊危険海域への航行指示を拒否したり、場合によっては代わりの指示を要求する」といった船主側の権利の保全を規定した海賊条項を利用する機運が高まっています。個々の契約において、船主の権利と義務の内容を確認し、船主/用船者間のリスク分担につき協議する必要があるでしょう。

18．戦争保険の追加保険料を用船者が支払った場合、どうなるのか？
ほとんどの海賊条項において「用船者が海賊危険海域への航行を指示することにより生じる追加保険料を（その他費用とともに）負担する」ことが明示されていますが、この規定が船主の航行拒否あるいは用船者に代替の航路の指示を求める船主側の権利を毀損することはありません。本船が実際に海賊危険海域に入域しなかった場合には、追加保険料（及びその他費用）の回収の問題が出てくるかも知れません。
以上

